
スポーツを通じた
・多様性を尊重する
・持続可能で逆境に強い
・クリーンでフェアな

社会の実現

【ビジョン・目指すべき姿】 【基盤形成】

①スポーツに係る国際的
潮流の国内への還元

②スポーツ国内施策の
国際社会への反映

【課題】

日本が国際舞台の主役に

ＮＦ、地方公共団体等のスポーツをよりグローバルに

スポーツ関係団体はそれぞれで活動し交通整理する者
が不在。それぞれのスポーツ関係団体の司令塔（＝プ
レーメーカー）同士でネットワークを構築し、それぞれの活
動を相互に共有し業務の効率化を図るとともに、国がイニ
シアティヴを取り国際的動向についても展開する。

これまで参加してこなかったスポーツ関係の国際会議
（例：ユネスコスポーツ大臣会合、日中韓スポーツ大臣
会合、日ＡＳＥＡＮスポーツ大臣会合）に積極的に参加・
開催する。また２国間覚書を戦略的に締結するとともに、
ＩＦにより多くの役員を派遣する。

ＮＦや地方公共団体等においては、スポーツに係る国際
的業務に対応できる体制が十分に整っておらず、スポー
ツの国際的潮流を国内に反映させるとともに、国内のグッ
ドプラクティスを国際的に紹介していけるようにするため、
環境整備が必要。

ネットワークによる
より効果的・効率的なリソース活用へ

スポーツ基本計画を通じて、諸施策
を実施予定。

しかし国際展開においては下記①、
②の枠組みが必要

【ミッション】

国内外の
ネットワーク
構築

日本の「顔」が

見えるスポーツ国
際展開・対外発信

スポーツ団体や

地方公共団体等の
スポーツの
国際化

ス
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（来年夏を目途）

我が国がホスト国として２０２０年東京大
会等を迎える今後数年間は、国際的な
プレゼンスを高める絶好の機会

○ 限られた時間、限られた人的・物的・金銭的リソースの中で、効率的・効果的に事業
を実施するには、関係者との連携が不可欠。そのため、関係者間で、方向性を合意し、
それぞれが、その持ち場・役割において、自らが持つリソースを活用して活動し、それ
が全体として同一の方向性に向かって結果的に調和するための「戦略」の共有が必要。
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スポーツ国際戦略（検討のイメージ）



スポーツ国際戦略を通じて目指す社会（案）

スポーツ国際戦略

ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た

能
力
向
上
と
健
康
増
進

スポーツを通じた社会参加の推進

理想形；総活躍社会
全ての人が持てる力を最大限発揮し、人との関わりや社会参
加を通じて活躍し生きがいと幸福を感じることができる社会

社会全体の社会参画
する人の量と質の拡大

スポーツを通じた社会参加の推進及び能力向上と健康増進を図る

現
状

スポーツを通じた社会変革イメージ（案）

○短期的： 「2021年までに、スポーツの国際展開を通じて、第2期スポーツ基本計画に掲げるビジョ
ンと施策の達成を目指す。」

○長期的： 「2030年までに、スポーツの国際展開を通じて、スポーツの価値を向上させ、スポーツを
通じた国連の『持続可能な開発目標（２０３０年アジェンダ）』（=SDGｓ）に掲げる社会課題の解決に
向けて、最大貢献を行うことを目指す。」

＊ 国連のＳＤＧｓは、２０１５年の国連総会で採択された、17のゴール、169のターゲット、219の指標からなる開発目標。諸々の社会課
題を国際的に連携・協力して2030年までに達成することを目指す、国際的なブランドの試み。
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スポーツを通じて目指すべき社会
（＊第２期スポーツ基本計画）

スポーツの国際的な政策の潮流
（＊MINEPS・Ⅵ「カザン行動計画」等）

多様性を尊重する社会

持続可能で逆境に強い社会

クリーンでフェアな社会

スポーツ・フォー・オール

開発と平和のためのスポーツ

スポーツのインテグリティの保護

スポーツ国際戦略のビジョン（イメージ）
VisionVision MissionMission StrategyStrategy



（参考）第２期スポーツ基本計画（スポーツで「世界」とつながる）
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「多様性を尊重する社会」（＝SDGs：目標３「健康」，目標４「教育」，目標５「ジェ
ンダー平等」及び目標１０「不平等の是正」）

◆ スポーツは人種、言語、宗教等を越えて参画でき、国境を越え人々の絆を育む。
←（国際的潮流）Sport for All（万人のためのスポーツ）：

高齢者、子ども、障害者、女性等のアクセス困難者に安全かつアクセスしやすいスポーツ環
境（＝健康で豊かな生活への支援）を整備。

「持続可能で逆境に強い社会」（＝SDGs：目標１１「持続可能な街づくり」）
◆ スポーツは、平和と開発に貢献し、貧困層、難民、被災者など困難に直面した人の生きが
いや自己実現のきっかけとなる。

←（国際的潮流）開発と平和のためのスポーツ：
スポーツは人々の能力の向上や社会的連帯を強化し、国際社会の平和構築、自然災
害からの復興、貧困対策などの課題解決に貢献。

「クリーンでフェアな社会」（＝SDGs：目標１６「公正な社会づくり」）
◆ スポーツは、他者への敬意や規範意識を高め、公正な人格形成に寄与する。
←（国際的潮流）スポーツ・インテグリティ（高潔性）の保護：

スポーツの継続的な発展には、差別や偏見、ドーピング・八百長・不正賭博などのスポー
ツの価値を脅かす様々な障害を克服し、そのインテグリティーを保護することが必要。

国連の『持続可能な開発目標（２０３０年アジェンダ）』（=SDGｓ）への貢献



心身の健全な発達
競技力向上
スポーツ参加促進
地域振興、産業振興
スポーツ・インテグリティ

国際相互理解の増進
平和・開発への貢献
スポーツ・インテグリティ

国内外の目的を同時に達成
するための統合的な国際

展開戦略が必要
国内目的

●国際舞台への積極的な参画促進

●国内外の関係機関の連携強化
（情報共有とネットワーク構築、関係機関間

の役割分担とリソースの効率的活用）

●スポーツの国際化に対する国内
体制の強化

国際目的

スポーツ国際戦略の方向性

【その他の理由】 ①各関係者間で目指すべき方向性の意識合わせ・情報共有ができれば、それぞれの
活動がより効果的になる。②国内関係機関の体制強化のためには中長期的な人材育成が不可欠。

スポーツの国際展開に戦略が必要な理由

Vision Mission Strategy

日本の好事例の共有により、スポーツを通じた諸外国の社会課題の解決を支援

スポーツの国際展開のミッション

国内 諸外国の事例の国内への情報還元、国際競技大会の招致・開催支援、国際
交流等を通じて、スポーツを通じた我が国の社会課題の解決を支援

国際

ＩＰＣ

ＷＡＤＡ

ＩＦ

各国政府

ＩＯＣ

ユネスコ

日本

ＵＮ

スポーツ庁
外務省

国交省

ＪＩＣＡ

ＪＮＴＯ

国際交流基金ＪＡＤＡ

日体協

ＪＳＣ

ＪＰＣ

ＪＯＣ

経産省
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手段1 スポーツの国際舞台への参画 手段2 国内外の連携強化 手段3 国際化のための国内体制強化

国際スポーツ界の意思決定に参画し、
情報収集力・発信力の強化が必要

①政府間会合への参加促進
政府間会合への参画や開催

（MINEPS、日中韓、日ASEAN、日・大洋
州の各種スポーツ大臣会合等）
政府間会合のポスト獲得(CIGEPS等)

②ＩＦ等の日本人役員・職員の増加
人材発掘・新ポスト獲得(パラ競技含む)
現職ポスト継続及び会長・副会長等への
格上げ支援

③国際競技大会・会議等の招致・開催
情報共有、相互協力による発信力強化
地域活性化・経済発展への最大限の活用

諸外国・国際機関及び国内の関係
機関との互恵関係の構築が必要

①諸外国：戦略的なスポーツ交流・連携
諸外国のニーズ調査、交流状況情報
戦略的な二国間協定・覚書
スポーツ・フォー・トゥモロー（＝SFT)事
業の推進とポストSFTの検討
大規模国際競技大会を活用した交流
国連、UNESCO等との連携強化
他国とのネットワーク

②国内：関係機関間のネットワーク
中央の関係機関間のネットワーク
国と地方のネットワーク

国際課に向けた国対体制強化のた
め、関係機関が連携し、効率的に国
際展開が出来る支援体制が必要

① 情報収集・共有の基盤の整備
情報収集・共有システム
海外拠点

② スポーツの国際人材の育成
スポーツ国際人材育成
横断的キャリアパス、人材バンク

③ 国内関係機関の国際体制の整備
国際担当者情報の共有、相互協力
情報共有のプラットフォーム

Vision Mission Strategy

●国内外の関係機関の
連携の強化

（情報共有とネットワーク構築）

スポーツ国際戦略における主な論点（例）スポーツ国際戦略における主な論点（例）

●スポーツの国際化に
対する国内体制の強化

●国際舞台への積極的な参
画促進
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（総論）①目指すべき共通理念・ビジョンの設定、②スポーツの国際展開のミッションの実現方法、③日本のスポーツの強み
の特定化、④限られたリソースの最大活用方策、⑤戦略の方向性・ターゲットの特定化、など。



日・ASEANスポーツ大臣会合(2017)

第一段階： ＡＳＥＡＮ、中国・韓国
第二段階： インド、大洋州、中南米（ブラジルアルゼンチン）、東南アフリカ

ASEAN
ケニア
ウガンダ
ザンビア
ジンバブエ
南アフリカ

インド オリパラレガシーの継承

オリパラレガシーの継承

ユネスコ・スポーツ大臣会
合MINEPS VI (2017)

スポーツ国際戦略（地域的ターゲットの例）

日中韓

日中韓スポーツ大臣会合（2018）

中南米（特に（ア
ルゼンチン・ブラジ
ル）アルゼンチン・
ブラジル）

○ アジアの優先順位が高い理由：

①比較的治安が良い。②気候が温暖。③日本との繫がりが深い。④他分野との連携に発展しやすい。⑤多
くの分野で日本が貢献できる。⑥肥満等の健康課題を抱えている。⑦日本との時差・距離が少なく、ビジネ
スを行いやすい。
→ 「第1段階」としてのモデル事例を形成しやすい。
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大洋州

（注）以下は、「何を行うのか」次第で変わりうる。例えば、スポーツを通じた「開発」や「産業振興」であれば、以下のイメージ



2017年 2018年 2019年 2020年
【ASEAN50周年】

7月：ユネスコ・ス
ポーツ大臣会合

8月：SEAGAMES(ﾏﾚｰ
ｼｱ) 

10月：日・ASEANス
ポーツ大臣会合
（ミャンマー）

11月：ユネスコ総会
（CEGEPS選挙）

【現状：ｽﾎﾟｰﾂGDP・５．
５兆円】

2月：平昌・冬季オリパ
ラ大会

6月：アジアジュニア陸
上競技選手権大会
（岐阜県）

7月：ＦＩＳＵ世界大学空
手道選手権

8月：ｱｼﾞｱ競技大会（ｲ
ﾝﾄﾞﾈｼｱ）、ソフトボール
女子世界選手権大会
（千葉県）

8月：スポーツ国際戦略
策定

9月：日中韓スポーツ
大臣会合

9-10月：バレーボール
女子世界選手権

11月： ANOC総会
【日中国交40周年、日
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国交60周年】

3月：スペシャルオリ
ンピックス（アブダビ）

8月：世界柔道選手
権大会

9月-11月：ラグビー
ワールド・カップ

10月：ウィルチェアラ
グビーワールドチャ
レンジ（東京都）

11月：TAFISAワール
ドコングレス

12月：女子ハンド
ボール世界選手権
大会

（未定：バレーボール
ワールドカップ。他テ
ストイベント又はIF等
の会議が多数想定）

7-9月：東京オリパラ
大会

未定： IOC総会

（未定：テストイベン
ト又はIF等の会議が
多数想定）

【ｽﾎﾟｰﾂGDP・１０兆円
の目標年】

2022年

2月：北京・冬季オリパ
ラ大会

【ｽﾎﾟｰﾂGDP・１５兆円
の目標年】

・大阪万博（？）

スポーツ国際戦略（スケジュール的なターゲット）

2025年

9-10月：アジア競技
大会（名古屋）

・２０２６年・冬季オリパ
ラ大会（？）

2026年

2021年

5月：関西ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰ
ｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ

8月：世界水泳選手権

レガシー創出に向けた仕込み レガシー創出（黄金の３カ年） レガシーの果実

（２０２６年冬季オリパラ大会を招致するならこの間が招致活動）

国連のＳＤＧｓの目標年
【スポーツのＳＤＧｓへの貢献の最大化】

２０３０年
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2023年
8-9月：ＦＩＢＡバスケット
ボールワールドカップ
（沖縄県ほか）



スポーツ国際戦略 （具体的方策における工夫・取組）
（１）「ターゲット及び日本の強み（＝セールスポイント）の特定化」：
限られたリソースの効率的かつ効果的な活用に向けて、「スポーツ国際戦略におけるターゲット」を特定化する必要がある。

（２）「事業の継続性の確保」：

国際的プレゼンスを維持しつつ信頼性を損なわないためには、事業の継続性を確保が不可欠。一方、官の限られたリソースにおいて
事業の継続性を確保することは困難な場合が多く、民の活力を活用した事業の持続性の確保に向けた連携が不可欠。そのためにも、
スポーツの国際展開の価値を他分野にも拡大し、民間企業等の関与を促すようなインセンティブの設定とビジネスモデルの構築が必要。
（＊民間活力の活用に向けたインセンティブの創出及びビジネスモデルの構築並びにポストＳＦＴ事業の検討等）

（３）「多様な関係者の特定化と連携」：

政府機関・独立行政法人・スポーツ関係団体・地方公共団体のほかに、民間企業、ＮＧＯ、大学、学会等の多様な関係機関を特定化し、
スポーツ国際戦略の拡大が図れるような連携構築及びそのためのネットワーク構築が必要。
（＊ＳＦＴコンソーシアムの維持方策の検討及びスポーツのネットワークの他分野への活用等）

（４）「スポーツの国際展開の事業対象者のニーズ把握と協働」：

効果的な事業実施のためには、海外の現地関係者や地方自治体関係者等を含めたスポーツの国際展開における事業対象者のニー
ズ把握、スポーツ国際戦略の関係者・団体の持っているリソースとのマッチング、及び現地コミュニティやＮＧＯや現地の日系法人・企業
等との協働が必要であり、そのための対話枠組みの構築が必要である。
（＊在外公館、現地関係機関、国際ＮＧＯ、現地のスポーツ団体等からの情報収集・ニーズ把握、及び対話枠組みの創設等）

（５）中長期での計画的な人材育成の推進：

スポーツ国際戦略の活動においては、国内体制整備に向けた人材育成とともに、スポーツ国際戦略の海外で行う活動においては、事
業対象となる人々の人材育成の仕組み作りを意識した活動が必要である。

（６）指標作り・評価活動を含むモニタリングと成果評価の枠組み構築：

スポーツ国際戦略の活動が、ビジョンの達成にどのくらい効果があったのかについて、その成果をモニタリングし、評価するための指
標作りや評価活動のための枠組みの構築が必要である。
（＊ＫＰＩの設定、及びＰＣＭ手法やＰＤＭ手法等の検討等）

（７）スポーツ国際戦略の実施に必要な基盤形成：

以上の点に加え、スポーツ国際戦略の諸活動を下支えするため、限られたリソースであることを念頭に置きつつ、現実的な範囲でのソ
フト・ハード両面の基盤整備が必要である。
（＊「スポーツ国際戦略連絡会議」（中央レベルの関係機関ネットワーク）の活用、スポーツに関する海外拠点の整備・拡充、スポーツ
の国際展開に係る研究活動の促進（他国の国際戦略の情報等）、最先端のスポーツ科学やデジタルデータの活用・分析、スポー
ツ国際戦略に係る諸活動の広報活動等）
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